
資料１－１ 

 

 

１ 行政不服審査法の改正（H28.4 施行）により、不服申立て（審査請求）の調査審議方法が変わりました。 

（１）審査庁が、処分に関与しない職員である「審理員」を指名し、その審理員が審査請求人と処分庁（処分を行った

部署）の主張を公平に審理するしくみの導入 

（２）第三者機関である「行政不服審査会」が審査庁の判断をチェックするしくみの導入 

 

 

 

 

 

 

２ 情報公開と個人情報保護に関する不服申立て（審査請求）の場合も、改正行政不服審査法の影響を受けます。 

しかし、この分野では、既に「個人情報審査会」などが実質的に「審理員」と「行政不服審査会」の役割を担って

いるため、法令と条例の規定により、「審理員」の設置と「行政不服審査会」への諮問が不要とされています。 

そして、この場合の調査審議手順については、以下のとおりと考えております。 

 

 

  ※ 上記１、２は、いずれも市長が処分を行った場合を表にしています。 

教育委員会など市長以外の執行機関が処分を行った場合は、市長が審査庁（諮問庁）となり、教育委員会などが

処分庁（実施機関）となります。 

審査請求人 
審査庁（審査会に対しては諮問庁） 

審理員 行政不服審査会 
裁決部署（政策法務課） 処分部署（処分庁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査請求人 
審査庁（審査会に対しては諮問庁） 

個人情報保護審査会 
裁決部署（市政情報室） 処分部署（実施機関・処分庁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査請求書提出 

弁明書提出依頼 

弁明書提出 

・弁明書写し送付 

・反論書提出依頼 

・審理員に対する口

頭意見陳述の希望

照会 

反論書提出 

※希望があった場合   

審理員に対する口頭意見陳述（処分部署も同席し質問を受ける） 

諮問について検討 

（認容なら諮問不要） 

諮問 

答申 

裁決 

※希望があった場

合又は審査会が必

要と認めた場合 

・審査会への口頭

意見陳述 

・その他の調査 

審理員指名 

審理員意見書 

個人情報保護審査会の調査審議の手続について 

審査請求書提出 

弁明書提出依頼 

弁明書提出 

・反論書提出依頼 

・審査会への口頭意見陳

述希望照会 

反論書提出 

諮問について検討 

（認容して全部開示なら諮問不要） 

諮問 

答申 

裁決 

※希望があった場合又は審査会が必

要と認めた場合 

・審査請求人の審査会への口頭意見

陳述 

・実施機関の説明 

・意見書提出依頼 など 

※希望があった場合  

審査庁に対する口頭意見陳述（処分部署も同席し質問を受ける） 
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